


序     文 

 
 日本国政府は、マレーシア国政府の要請に基づき、平成 14 年（2002 年）2月より、同国

において、自然保全のための包括的かつ持続可能なアプローチの構築を目的とする「ボル

ネオ生物多様性・生態系保全プログラム（BBEC）」を開始しました。 

 国際協力機構は、5 年間の協力期間の終了を前に、本プログラムの実績の把握及び評価を

行い、今後両国が取るべき措置を両国政府に提言することを目的として、平成 18 年（2006

年）8 月 14 日から 9 月 9 日まで当機構 地球環境部第一グループ長 勝田幸秀を団長とする

終了時評価調査団を派遣しました。 

調査団は、マレーシア国側メンバーと合同で終了時評価チームを構成し、本プログラム

の投入実績、活動実績、計画達成度を、調査・確認し、課題・問題点を整理した上で、JICA

事業評価ガイドラインに基づき、5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展

性）の観点から評価するとともに、今後両国が取るべき措置についての提言を行いました。

また、これらの調査・評価結果について、合同評価報告書としてミニッツ（ Minutes of 

Meeting）として取りまとめ、署名交換を行いました。 

 本報告書が、本プログラムの今後の推進に役立つとともに、この技術協力が両国の友好・

親善の一層の発展に寄与することを期待します。 

 最後に、この調査にご協力とご支援をいただいた関係者の皆様に対し、心より感謝申し

上げます。 

 

 

平成 18 年 12 月 

 

 

独立行政法人 国際協力機構 

地球環境部長 伊藤 隆文 
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評価調査結果要約表 

 

１．案件の概要 

国名：マレーシア 案件名：ボルネオ生物多様性・生態系保全プ

ログラム 

分野：環境（自然環境） 援助形態：技術協力プロジェクト 

所管部署：地球環境部 森林・自然環境保全

第一チーム 

協力金額（評価時点）：11.6 億円 

先方関係機関： 

サバ大学熱帯生物学・保全研究所、サバ州公

園局、サバ州野生生物局、サバ州科学技術室、

サバ州森林局、サバ州土地管理局、サバ州環

境保護局、サバ財団、クロッカー山脈地区郡

役場他 

日本側協力機関：環境省、農林水産省 

協力期間 2002 年 2 月 1 日～2007 年 1 月 31

日 

(R/D 締結日)：2001 年 10 月 19 日 

(延長)： 

(F/U)： 

(E/N)： 

他の関連協力：青年海外協力隊 

１－１ 協力の背景と概要 

 

ボルネオの豊かな森林生態系は、生物多様性維持と地球温暖化の防止等の観点から、全人類

の財産としての重要な位置を占めている。しかしながら、これを保全するための十分な体制

が整わず、生態系や自然資源について十分に理解されないままに、無秩序な開発により森林

の消失が進んでいる。かかる状況の下、サバ大学内に設立された熱帯生物学・保全研究所

(Institute for Tropical Biology and Conservation: ITBC) を拠点とするプロジェクト方

式技術協力が要請された。 

 

これを受けて実施された、2000 年 9 月の基礎調査、2001 年 2 月に派遣されたプログラム形

成調査の結果、状況の改善のためには、生物多様性の調査研究のみでなく、保護区管理や、

環境教育等の行政能力の向上、また、これらの連携による包括的な取り組みが必要である事

が判明し、サバ大学及びサバ州の関連 9実施機関による４コンポーネントから成る自然保全

プログラムのフレームワーク案が合意された。 

 

その後、2001 年 7 月から 9月の第１回短期調査時に、各コンポーネントの PDM、PO が作成さ

れ、同年 10 月の第 2回短期調査時には、マレーシア側実施体制の確認等を経て 10 月 19 日

に R/D が結ばれた。これらの過程を経て、ボルネオ生物多様性及び生態系保全(BBEC)プログ

ラムが、2002 年 2 月 1 日から 2007 年 1 月 31 日までの五年間の協力期間で実施されるに至っ

た。なお、本プログラムにおいては、2004 年 11 月から 12 月にかけて中間評価調査を実施し

ている。 

 

１－２ 協力内容 

（１） 上位目標 

サバ州における生物多様性・生態系保全が強化される。 

 

（２）プログラム目標 

自然保全のための包括的かつ持続性可能なアプローチが構築される。 

 

（３）プログラムアウトプット 

アウトプット１： 

包括的な自然保全のためのコンポーネント間のモニタリングシステムの統合化が強化され

る。 

アウトプット２： 
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自然保全のための適切な教育・研究のモデルが確立される。 

（研究教育コンポーネント(REC)のプロジェクト目標） 

アウトプット３： 

保護区についての効果的な管理のモデル・選択肢が開発される。 

（公園管理コンポーネント(PMC)のプロジェクト目標）.  

アウトプット４： 

重要な生物種のための総合的生息域管理アプローチが構築される。 

（野生生物生息域管理コンポーネント(HMC)のプロジェクト目標） 

アウトプット５： 

生物多様性保全に対する対象者の態度を変えるモデルが確立される。 

（環境啓発コンポーネント(PAC)のプロジェクト目標） 

アウトプット６： 

本プログラムで、モデル化された包括的な自然保全を基礎とするより恒久的枠組みが開発さ

れる。 

アウトプット７： 

プログラムの計画、進捗、結果が一般に公開される。 

 

（４）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家       延べ 19 名(365.0M/M) 

短期専門家       延べ 31 名 (48.7M/M) 

機材供与        約 2 億 9 千万円 

カウンターパート研修  57 名 

運営管理費       合計 400 万 R.M.(邦貨 約 1億 2千万円） 

 

マレーシア側： 

カウンターパート及びスタッフの配置 合計 117 名 

土地、建物、施設の運営管理費 

   - 研究教育コンポーネント             564,000 R.M. (約 1,692 万円) 

  - 公園管理コンポーネント             1,094,800 R.M. (約 3,200 万円) 

 - 野生生物生息域管理コンポーネント     188,599 R.M. (約  566 万円) 

 - 環境啓発コンポーネント              436,473 R.M. (約 1,309 万円) 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名 職位） 

（１）総 括   ：勝田幸秀  JICA 地球環境部 第１グループ長  

（２）環境協力  ：東岡礼治  国立環境研究所 企画部企画室研究企画主幹

（３）自然環境保全：長谷川基裕 JICA 国際協力専門員  

（４）計画評価  ：佐々木大吾 JICA 地球環境部第１グループ森林･自然環境

保全第１チーム 

（５）評価分析  ：水口洋二  日本工営株式会社 

調査期間 2006 年 8 月 14 日～9月 9日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）プログラムアウトプット 

アウトプット１：包括的な自然保全のためのコンポーネント間のモニタリングシステムと

統合化が強化される。 

モニタリングシステムは 2003 年 4 月に導入後、同年 10 月に修正され、現在まで各コンポ

ーネント及びプログラムの活動の進捗管理に用いられている。4段階の定期的な会議（プロ

グラム運営会議、コンポーネント長会議、各コンポーネントの作業部会、及び事務局会議）
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を通じて、プロジェクトモニタリングと同時に、コンポーネント間の共同化活動に関する

検討・準備・評価が行われている。 

 

アウトプット２：自然保全のための適切な研究・教育のモデルが確立される（研究教育コ

ンポーネント）。 

保全生態学及び分類学を中心にした研究と、その研究結果に基づく教育のモデルが確立さ

れた。教育の一環として、展示会やセミナーが定期的に開催され、研究結果の一部は、生

態系保全・管理活動にフィードバックされている。しかしながら、研究結果が保全・管理

活動に貢献できるよう、今後更なるモデルの強化が必要である。 

 

アウトプット３：保護区についての効果的な管理のモデル・選択肢が開発される（公園管

理コンポーネント）。 

コミュニティーユーズゾーン（CUZ）の導入、名誉公園管理官の認定、エコツーリズムの提

案など、公園管理に効果的な管理モデル・選択肢が、クロッカーレンジ公園管理計画にお

いて開発された。特に CUZ については、公園内に居住するモデル村落と協議が行われ、住

民と CUZ 地区管理に関する同意書がプログラム期間内に作成・合意される予定である。 

 

アウトプット４：重要な生物種のための総合的生息域管理アプローチが構築される(野生生

物生息域管理コンポーネント)。 

地域住民を含んだ 11 の関係者（郡事務所、漁業局、NGO、ツアー会社、プランテーション

管理者など）の参加による、住民参加による保護区管理と住民主導型エコツーリズムが計

画され、パイロット地区において実施された。新しく申請したセガマ河下流域保護区のサ

バ州政府からの承認やボルネオ保全トラスト設立など、コンポーネントの範囲内において

統合的な活動を行っているほか、上記の住民参加型保全も成果を挙げている。 

 

アウトプット５：サバ州民の生物多様性保全に対する対象者の態度を変えるモデルが確立

される（環境啓発コンポーネント）。 

サバ州の啓発普及・環境教育の主要アクターとなる 5つのターゲットグループ（教員、NGO、

ジャーナリスト、政策決定者、開発業者）に対して、啓発普及・環境教育活動が実施でき

るよう能力向上支援と共に、教材作成を行った。加えて現在、各グループの活動を支援す

る環境教育政策を作成中であり、2006 年 12 月に州政府に提出する予定である。 

 

アウトプット６：本プログラムで、モデル化された包括的な自然保全を基礎とするより恒

久的な枠組みが開発される。 

各コンポーネントで活動を持続するためのフレームワークの検討を行っている。その結果

として、環境教育政策(PAC)、保護区統合化の提案書（PMC 及び HMC）、研究と保全・管理の

統合化の提案書（REC）を 2006 年 12 月までにそれぞれ作成し、州政府に提出することにな

っている。なお、4つのコンポーネントの統合化フレームワークもプログラム終了前までに

作成・提案する予定となっているが、コンポーネント間での検討は不十分のように見受け

られる。 

 

アウトプット７：プログラムの計画、進捗、結果が一般に公開される。 

2006 年 7 月時点で、プログラムは 700 回以上に亘ってメディアによって報道・公開されて

いる。プログラムの Web サイトも英語、マレー語、及び日本語で公開され、2006 年 8 月ま

でに約 11.7 万件以上のアクセスを記録している。 

 

（２）プログラム目標 

プログラムレベルでの恒久的なフレークワークの提案を除いては、プログラム目標はほぼ

達成している。恒久的なフレームワークも、コンポーネントレベルの枠組みの草案はほぼ出

来上がっている。今後それらの最終化と、プログラムレベルでのフレームワークに関して検
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討を行い、プログラム終了前に州政府に提出することになっている。主な達成事項は以下に

示すとおり。 

(ア) 多くの合同活動（実地調査、永久調査地区の設置・調査、国際会議開催、啓発普及活

動、隔週セミナーなど）を実施した。 

(イ) BBEC 実施機関以外の組織（村落、漁業局、ツアー会社、NGO など）がクロッカーレン

ジ公園管理又はセガマ河下流域の管理に参加すると共に、教育局職員及び教員、政策決

定者、開発業者、ジャーナリスト、非環境系 NGO が環境教育活動に参加した。 

(ウ) 各コンポーネントがプログラム終了後の活動維持のためのフレームワークに係る政

策・提案書を準備し、2006 年 12 月には州政府に提出する予定である。 

 

（３）上位目標 

上位目標は、以下の根拠・理由によって、今後 5年間である程度の達成は見込めると想定さ

れる。 

(ア) 環境教育政策が州政府によって承認された場合、生物多様性保全のための教育活動を

政府が支援するようになり、多くの機関が参加する環境教育活動が実施される。 

(イ) 保護地区の統合化に係る提案書が州政府によって承認された場合、野生動物局及びサ

バ公園を含んだ 10 以上の組織によって構成される統合保護区管理委員会（仮称）が設

立され、州の保護地区を連携して保全するようになる。 

(ウ) ボルネオ保全トラストによって、保護地区外の重要な野生動物生息域が保全されるこ

とが見込まれる。 

(エ) HMC によって同定された候補地区が、セガマ河下流域と同様のプロセスを通じて、保

護地区として承認される可能性がある。 

(オ) なお、4 つのコンポーネントを統合化するような包括的なフレームワークが構築され

ない限りは、プログラム終了後に包括的な保全活動を継続することは難しいと予想され

る。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１） 妥当性 

プログラムの妥当性は、以下に示す理由から「プログラムの妥当性は十分確保されている」

と判断された。 

(ア) マレーシア連邦政府及びサバ州の政策と十分整合性が取れている。 

(イ) ターゲットグループである実施機関の使命・役割と各コンポーネントの活動が一致し

ている。 

(ウ) 日本政府の ODA 政策と整合性が取れている。 

(エ) 世界有数の生物多様性・生態系を持続的に保全することは世界的なニーズに沿って

る。 

 

（２） 有効性 

プログラムの有効性は、以下に示す理由により「満足できるレベル」と判断された。 

(ア) プログラムレベルでの恒久的なフレームワークを除いて、プロジェクト目標はほぼ達

成されている。プログラムレベルでの恒久的なフレームワークに関して、今後コンポー

ネント間で更なる検討が必要である。 

(イ) アウトプット 1 及び 7を除いた各アウトプットは、プログラム目標の達成に直結して

いる。またアウトプット 1及び 7 も目標達成に効率的・効果的に作用している。従っ

て、プログラム全体の論理的有効性は高い。 

(ウ) 外部要因である「サバ州による政策的支援が継続される」は、プログラムを通じて満

足するものであった。 

 

（３） 効率性 

プログラム全体の効率性は、「満足できるレベル」と判断された。その主な理由は以下のと
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おり。 

(ア) アウトプット 6 を除いた全てのアウトプットは、達成又はほぼ達成した状況にある。 

(イ) 日本側及びマレーシア側の投入は、タイミング、質的、量的に概ね適切であった。 

(ウ) 2003 年に導入したモニタリングシステムは、効率的なプログラム管理を可能にした

と同時に、関係実施機関による共有化・共同化を促進した。 

 

（４） インパクト 

現段階で発現している、又は発現が予想される正のインパクトは以下のとおり。 

(ア) プログラム実施前には、ほとんど見受けられなかった組織間連携が促進され、強化さ

れた。 

(イ) これまでは関連性を有さなかった啓発普及に関る 5 つのターゲットグループが、サ

バ州の生態系保全及び環境教育に関して、考え・意見の交換を行うようになった。 

(ウ) 住民参加型管理活動の結果、保護地区内及び周辺に居住する住民が生態系保全活動

に協力的になった。 

(エ) BBEC 関係機関以外の組織・機関が、生態系保全活動に参加し、活動の重要性を認識

した。 

(オ) 大臣及び政治家の一部が生物多様性・生態系保全に関心を持ち始めた。 

 

また、発現可能性のある負のインパクトは以下のとおり。 

(カ) もしも、クロッカーレンジ公園の CUZ 利用に関する合意を結んだ村落に対して、今

後生計向上及び土地利用管理に関わる十分な支援を行えない場合、CUZ が適正に利

用されない可能性がある。 

(キ) もしも、セガマ河下流域ダガット村（住民主導型エコツーリズム実施村落）へのツ

アー客が増大し、また村落の組織及び財務管理能力向上支援が十分行われない場

合、村落内で軋轢が生じる可能性がある。 

 

（５） 自立発展性 

プログラム全体での持続性は「中程度から満足できるレベル」と評価された。その根拠は下

記のとおりである。 

(ア) プログラムの主要課題である生物多様性・生態系保全は、連邦及び州政府の政策と整

合性があり、今後も政策支援を受けられるものと想定される。 

(イ) 各コンポーネントの活動を継続するためのフレームワークは、コンポーネントレベ

ルで検討・準備中であり、2006 年 12 月までに州政府に提案書として提出される予

定である。 

(ウ) プログラムレベルのフレームワークも、プログラム終了前に取りまとめられる予定

であるが、未だ検討中の段階で、コンポーネント間でそのアイデアが十分共有化さ

れていないように見受けられる。今後、コンポーネント間で更に検討を重ねる必要

がある。 

(エ) 州政府及び連邦政府からの各コンポーネントに対する予算措置は継続して行われる

と予想される。 

(オ) 各コンポーネントは、現在実施中の活動を継続するだけの技術的能力を十分有して

おり、プログラム管理においても、技術的困難は見受けられない。しかしながら、

技術的に新たな分野や、高度な技術を有する活動に関しては、現時点においてはま

だ十分な技術を有しているとは言い難い。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

(ア) 多くの実施機関の参加の下で、生物多様性保全に対して総合的に取り組んだこと。 

(イ) プロジェクトの早期の段階で、モニタリングシステムを導入したこと。 

(ウ) コンポーネントの目的を実施機関のニーズに合致させたこと。 
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（２）実施プロセスに関すること 

(ア) 実施機関がプログラム及び各コンポーネントの重要性を認識し、高いオーナーシッ

プを発揮したこと。 

(イ) 州政府高官及び有力政治家の生物多様性保全に対する意識が高まったこと。 

 

３－５ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

(ア) 成果の一つであった、「恒久的フレームワーク」に対する理解が、プログラム関係者

の中で十分共有されていなかったこと。 

(イ) MUSEBASE を介したデータ共有の必要性に対する理解が、ITBC、森林局（森林研究セ

ンター）、サバ公園局で異なっていたこと。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

(ア) 専門家の交代によって一部活動に対する理解不足が生じ、遅れにつながったこと。 

(イ) GPS 発信機の業者からの納入の遅れ、及び GPS 受信機の故障によって、GPS 発信機の

ゾウへの取り付けがおくれていること。 

 

３－５ 結論 

（１） プログラムを構成する 4 コンポーネント（研究教育、公園管理、野生生物生息域管理

及び環境啓発）は、各コンポーネントがそれぞれのプロジェクト目標を達成、もしく

は達成見込みであると判断される。 

（２） すべてのコンポーネントが、コンポーネントの活動範囲内において、恒久的な枠組み

にかかる準備をしており、各コンポーネントの活動はプログラム終了後も継続される

と思われる。 

（３） プログラム全体では、プログラム目標の達成のため、組織的枠組み確立に関して詰め

の作業を行っているが、コンポーネント間での話し合いが引き続き必要である。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（１） プログラム全体では、現在準備段階の「統合化の組織的枠組み」を示した文書が、プ

ログラム終了までに、実際にとりまとめられるべきであるほか、プログラム終了後に

は、4コンポーネントを統合化する組織的な枠組みが確立、維持される必要がある。

また、BBEC の実施によって得られた、数多くの機関が協力・調整を行いながらひと

つの目標を達成するという協力モデルはマレーシアの他州にも応用することが望ま

れる。 

（２） 研究教育コンポーネント（REC）では、プログラム終了までに、生物多様性情報デー

タベース（MUSEBASE）の維持管理を行う技術者が配置されることが必要であり、終了

後の取り組みとしては、研究と教育と実際のマネジメントへの応用とつながりの強化

が必要である。 

（３） 公園管理コンポーネント(PMC)、環境啓発コンポーネント(PAC)ではそれぞれ、クロッ

カーレンジ公園管理計画、環境教育政策がサバ州政府より承認されることがプログラ

ム終了までに求められる。また、プログラム終了後には、これらの着実な実施とモニ

タリング等を行うことが必要である。 

（４） 野生生物生息域管理コンポーネント（HMC）でのエコツーリズムを含めて各コンポー

ネントに共通することとして、カウンターパートの技術面の強化、人員の配置などが

求められる。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実

施、運営管理に参考となる事柄） 
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（１） 包括的なアプローチの比較優位点： 

BBEC を通じ、多くの政府機関や関係者がサバ州における生物多様性・生態系保全とい

う共通の目標に向かって、包括的で持続的なアプローチをとったことは、セクター毎の

アプローチでは得られなかった、シナジー効果を示すことができたと言える。 

（２） 統合的アプローチへの留意点や困難であった点： 

逆に、多くの機関、関係者、専門家などがプログラムに関わることによって、各活動

の調整等が難航した感は否めない。プログラムの活動レベルでの統合化がシナジー効果

を発現することは重要だと考えられるが、そのためには、強いリーダーシップと政府高

官等からの支持と理解が必要となり、長期的な活動が求められる。 

（３） モニタリングシステムの重要性： 

BBEC は充実した内部モニタリング体制を有しており、半年に一度、投入、活動、アウ

トプットなどの達成度をモニターした結果をプログレスレポートとしてまとめ、合同調

整委員会からの承認を得ている。このモニタリング体制が、プログラムの着実な実施に

寄与したと言える。 

（４） 多様な関係者との連携の効果： 

サバ公園局は県事務所と連携をし、公園内に住む地域住民との土地問題解決のための

制度としてコミュニティ･ユース・ゾーン（CUZ）を導入しており、地方自治体の存在が、

地域住民との関係構築に貢献したと言える。また、サバ州野生生物局では、地域住民主

体のエコツーリズムの実施に関して、県事務所や NGO 等と協同しており、地域を主体と

した組織とその他の関係機関の協力が、地域社会における資源管理においても重要な要

素として挙げられる。 

 

３－８ フォローアップ状況 

フェーズ１のプログラム目標達成のため、2006 年 11 月を目処に「統合化の組織的枠組み」

を示した文書が作成される。これと平行して、フェーズ２について、先方の関係者間で意見

集約を行うこととなったが、必要に応じて、問題分析・目的分析ワークショップの支援を行

うこととした。 
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第１章 評価調査の概要 

 

1.1 調査団派遣の経緯と目的 

 

本プログラムは、マレーシア国サバ州自然保全のための包括的かつ持続可能なアプローチの

構築を目標として、2002 年 2 月 1 日から 2007 年 1 月 31 日までの 5 年間の協力を実施してきた。  

本調査では、プログラム終了前において、調査時点までのプログラム進捗を PgDM、PDM を元

に確認し、実績評価、実施プロセス評価及び評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパク

ト、自立発展性）の観点から評価を行い、プログラム実施により得られた教訓と提言を導き出

すとともに、すでに採択通報済みのフェーズ 2 プログラムの実施に向けての情報収集を行うこ

とを目的とした。 

 

1.2 調査団の構成と調査期間  

 

1.2.1 調査団員構成  

  

＜日本側＞ 

（１）総括  勝田 幸秀 JICA 地球環境部 第 1 グループ長  

（２）環境協力  東岡 礼治 国立環境研究所 企画部企画室 研究企画主幹  

（３）自然環境保全 長谷川基裕 JICA 国際協力専門員  

（４）計画評価  佐々木大吾 JICA 地球環境部第 1 グループ森林･自然環境保全 

第 1 チーム 

（５）評価分析  水口 洋二 日本工営株式会社 

 

＜マレーシア側＞ 

Mr.Mohd Redzuan bin Husin    

Principal Assistant Director, Environment and Natural Resource Section, Economic Planning Unit 

 

Mr.Sivaneswaran Ramachandran   

Assistant Director (Bilateral), External Assistance Section, Economic Planning Unit 

 

Mr.Azhar bin Noraini    

Principal Assistant Secretary, Conservation and Environmental Management Division, Ministry of 

Natural Resources and Environment 

 

Mr.Sivananthan Elagupillay   

Director, Institute of Biological Diversity, Department of Wildlife and National Parks, Ministry of 

Natural Resources and Environment 

 



 

 2

1.2.2 調査期間   

 

2006 年 8 月 14 日（月）から 9 月 9 日（土）までの 27 日間で調査を行った（詳細日程について

は、添付資料 1 参照）。 
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第 2 章 プログラムの概要 

 

2.1 背景   

 

マレーシア国サバ州には、東南アジア最高峰のキナバル山やアジアゾウの生息する低地熱帯

林、マングローブ林など、特に多様な生態系と生物相が見られるが、ボルネオ島の熱帯林は伐

採やプランテーション開発により急速に減少している。サバ州では年間に州面積の 1.2%、9 万

ha 程度がアブラヤシのプランテーションに転換されており、マレーシア全体の残存森林面積率

が 63%であるのに対して、サバ州のそれは 51％と低い。サバ州経済は森林資源に依存しており、

森林資源を保全し有効に利用していくことは、州の経済・社会にとっても重要な課題である。

加えて、州面積に対するサバ州の保護区面積率（州立公園と野生生物保護区の合計）は 5.2%と、

日本の自然公園面積率（14.1％） や陸地面積に対する世界の保護区面積率（8.8%）と比べ低く、

マレーシアで絶滅危惧種が多い原因ともなっている。このように、マレーシア国サバ州の生物

多様性と生態系保 全は国際的にも州の経済上からも緊急の課題である。保護区管理も既存の方

式が行き詰まっており、複数の利用規制定義によるゾーニングのある我が国の方式がサバ州に

も効果のある自然保護と利用の調和を提示する可能性があることから、マレーシア政府はサバ

州保全活動の体制・手法整備と人材育成に対 する技術協力を要請した。同要請に基づき、JICA

は 2002 年 2 月 1 日から 2007 年 1 月 31 日まで技術協力プロジェクト（プログラム）を実施して

いる。 

 

2.2 プログラムの概要   

 本プロジェクトは、通常の技術協力プロジェクトと同規模の４コンポーネント（研究教育、

公園管理、野生生物生息域管理、環境啓発）から構成され、サバ州の自然環境保全に関係する

政府機関、NGO、地方自治体が実施機関となるプログラム実施体制がとられている。上記のプ

ログラムの全体目標の達成のためには、各コンポーネントの目標が達成されることに加え、４

コンポーネントに共通する目標の達成が求められている。このため、プログラム全体を統括す

る PDM である PgDM（プログラム・デザイン・マトリックス）においては、７つのプログラム

アウトプットのうち、アウトプット２、３、４及び５が、コンポーネント毎に設定されている

PDM と関連して、コンポーネント（プロジェクト）目標に相当している。 

なお、本プログラムの概要と、プログラム実施機関とコンポーネントの関連は以下に示すと

おりである。 
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プログラム実施体制（プログラム運営委員会の構成） 

 
 
 

 

 

表 2 BBEC プログラム概要 

項目 内容 

プロジェクト（プ

ログラム）名 

和文：マレーシア国ボルネオ生物多様性・生態系保全プログラム  

英文：Technical Cooperation Programme For Bornean Biodiversity and Ecosystems 

Conservation in Sabah, Malaysia (BBEC) 

先方実施機関 

（C/P 機関） 

サバ大学熱帯生物学・保全研究所、サバ州公園局、サバ州野生生物局、サバ

州科学技術室、サバ州森林局、サバ州土地調査局、サバ州環境保全局、サバ

財団、クロッカー山脈公園郡行政機関 

R/D 締結日 2001 年 10 月 19 日 

協力期間 2002 年 2 月 1 日～2007 年 1 月 31 日（5 年間） 

対象地 マレーシア国サバ州 

プロジェクト予算 約 11.6 億円 

上位目標 サバ州における生物多様性・生態系保全が強化される。  

研究教育       公園管理     野生生物生息域管理   環境啓発 

コンポーネント   コンポーネント    コンポーネント  コンポーネント 
（REＣ）     （ＰＭＣ）     （HＭＣ）    （ＰAＣ） 
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項目 内容 

プログラム目標 自然保全のための包括的かつ持続性可能なアプローチが構築される。 

（１）包括的な自然保全のためのコンポーネント間のモニタリングシステム

と統合化が強化される。 

（２）自然保全のための適切な教育・研究のモデルが確立される（研究教育）。

（研究教育コンポーネントのコンポーネント（プロジェクト）目標） 

（３）保護区についての効果的な管理のモデル・選択肢が開発される（公園

管理）。（公園管理コンポーネントのコンポーネント（プロジェクト）目標）

（４）重要な生物種のための総合的生息域管理アプローチが構築される（野

生生物生息域管理）。（野生生物生息域管理コンポーネントのコンポーネント

（プロジェクト）目標） 

（５）生物多様性保全に対する対象者の態度を変えるモデルが確立される

（環境啓発）。（環境啓発コンポーネントのコンポーネント（プロジェクト）

目標） 

（６）本プログラムで、モデル化された包括的な自然保全を基礎とするより

恒久的な枠組みが開発される。 

プログラムアウト

プット 

（７）プログラムの計画、進捗、結果が一般に公開される。 

PDM 添付資料３ 
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第 3 章 評価の方法 

 

本評価調査は、JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）に基づき、評価の手法としてプロジェ

クト・サイクル・マネージメント（ Project Cycle Management：以下、「PCM」）の評価手法を採

用した。PCM 手法を用いた評価は、プログラム運営管理のための要約表である１）プログラム・

デザイン・マトリックス（ Programme Design Matrix：以下、「PgDM」）及び、PgDM のアウトプ

ット 2 から 5 に相当する 4 コンポーネント個々のプロジェクト・デザイン ・マトリックス（Project 

Design Matrix：以下、「PDM」）に基づいた計画達成度の把握（実績と実施プロセス）、２）下表

の評価 5 項目（目標達成度、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点に基

づいた収集データの分析、３）分析結果からの教訓、提言のまとめの 3 点で構成されている。 

 また、本評価調査はマレーシア側評価調査団員と共同で実施された。 

 

表 3 評価 5 項目（終了時評価） 

項目 視点 

妥当性 

Relevance 

プログラム目標や上位目標が、評価を実施する時点において妥当か（受益

者のニーズに合致しているか、相手国の問題や課題の解決策として適切

か、相手国と日本側の政策との整合性はあるか、プログラムの戦略・アプ

ローチは妥当か等）を問う。 

有効性 

Effectiveness 

プログラム目標は達成されるか、アウトプットのプログラム目標、コンポ

ーネント（プロジェクト）目標への貢献度、目標達成の阻害・貢献要因、

外部条件は何か等を問う。 

効率性 

Efficiency 

プログラムのアウトプット産出状況の適否、アウトプットと活動の因果関

係、活動のタイミング、コスト等とそれらの効果について問う。 

インパクト 

Impact 

上位目標達成の見込み、上位目標とプログラム目標の因果関係、波及効果

等を問う。 

自立発展性 

Sustainability 

政策・制度面、組織・財政面、技術面、社会・文化・環境面、総合的自立

発展性等において、協力終了後もプロジェクトで発現した効果が持続して

いるか（あるいは持続の見込みはあるか）を問う。 

出所：JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）終了時評価の主な視点より抜粋 

 

3.1 評価設問と必要なデータ・評価手法  

 

3.1.1（１）にある既存資料・文書等のレビューを行い、終了時評価の評価 5 項目ごとに具体的

な評価設問を設定し、現地調査前に評価グリッド案の準備を行った。評価指標については、現

行 PgDM 及び PDM に掲げられている指標を用いた。 

 

3.1.1 データ収集方法 

（１） プロジェクト関連資料・文書の収集・検討（文献レビュー）  
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調査前及び調査中に以下の資料を収集し、プロジェクトの概要を把握、その背景を整理すると 

ともに、活動実績（上位・コンポーネント（プロ ジェクト）目標の達成度、アウトプットの産

出状況、投入の実施状況等）や実施プロセス含むプロジェクト情報を整理し、プロジェクトの

抱える問題点や課題を検討した。参考資料及び報告書類は主に以下のとおり。 

 

 プログラム形成調査団報告書（平成 13 年（2001）5 月） 

 短期調査及び実施協議調査報告書（平成 14 年（2002）1 月） 

 中間評価報告書（平成 17 年 3 月） 

 プログラム案件概要表 

 プログラム進捗報告書 

 長期専門家報告書 

 プログラム自己評価ワークショップ結果（杉永短期専門家報告書） 

 Sabah Biodiversity Enactment (2000) 

 青年海外協力隊員報告書（サバ大学配属の「コンピュータ技術」隊員報告）  

 

（２） 質問票 

 現地調査に先立ち、評価グリッドをもとにマレーシア国側プログラム関係者に対する質問票

を作成し、事前にプログラムを通して相手側に配布し、データの補足、追加情報の入手を行っ

た。 

 

（３） プログラム関係者との面談、インタビュー、協議 

本プログラムの成果、インパクトさらには自立発展性を捉える上で、プログラム関係者に対

するグループ及び個別インタビューを実施した。対象は、日本人専門家、カウンターパート、

その他関係者（エコツーリズム対象村住民、青年海外協力隊員等）である。日本人専門家とは、

評価グリッドをもとにさまざまな角度から確認や質疑応答を行い、かつ意見交換や協議を行っ

た。さらには、各コンポーネント長を始め、カウンターパートにインタビューを実施した。ま

た、実施プロセスや過去の経緯を把握し、かつ客観的評価を聞くために、当プログラムに関係

した専門家や協力隊員にもインタビューを現地調査の際に行った。 

 

（４） 現地調査 

プログラム活動を実施している 4 コンポーネントの主務機関事務所、実施サイトを訪問し、

活動の実施状況、機材の管理状況等の把握を行った。 

 

3.2 評価の方法  

  

マレーシア側評価団に対して、評価手法や調査の流れを説明、確認を得た後、本プログラム

に係る評価視点を検討した。まず評価調査前半、日本側評価分析（コンサルタント）団員によ

って、現地調査やインパクト調査を実施し、評価 5 項目に沿って、評価レポートドラフトを作

成した。後半、そのドラフトを基に、現地調査を継続的に実施し、日本・マレーシア合同評価

団での検討を経て、最終的な評価調査結果案を作成した。本評価調査結果は、カウンターパー
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ト、さらには、プログラム運営委員会（PgSC）に対してフィードバックされ、プログラムの評

価結果、さらには将来に対する展望、意見交換が行われた。 

 

3.3 評価調査の制約・限界  

 

プログラムの最終裨益者であるサバ州一般住民への調査は、PgDM 上に位置づけていないこ

ともあり、エコツーリズム対象村住民等への簡易な聞き取り調査にとどまった。 
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第 4 章 プログラムの実績と実施プロセス 

 

4.1 プログラム   

 

4.1.1 投入 

日本側及びマレーシア側の投入共に、概ね計画通り行われた。投入の詳細については、添付

資料 3 に示す。 

 

4.1.2 活動 

プログラムレベルでの恒久的な枠組みの形成を除いたほとんどの活動は、計画通りに実施さ

れている。活動達成状況は添付資料 4 の Annex4 に示す。 

 

4.1.3 アウトプット 

アウトプット 1 及び 7 は既に達成され、アウトプット 2 から 5 もほぼ達成された状況にある。

一方で、アウトプット 6 の包括的且つ恒久的な枠組みの提案は、2006 年 12 月までに州政府に提

出される予定であるが、今後更に検討する必要があると思われる。詳細は、添付資料 4 の Annex5

に示す。またその要約は以下に示すとおり。 

 

アウトプット 1 

（包括的な保全のためにコンポーネント間

のモニタリングシステムと統合化が強化さ

れる） 

モニタリングシステムは 2003 年 4 月に構

築後、同年 10 月に修正され、現在までコン

ポーネント及びプログラムの活動の進捗管

理に用いられている。プログラム管理は、

右図に示すように、大きく 4 つのレベル（プログラム運営会議、コンポーネント長会議、作業

部会及び事務局会議）での会議を通じて行われている。また会議は同時に、コンポーネント間

の共同化活動に関する検討・準備・評価を行う場となり、統合化に貢献している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Working Group MeetingsWorking Group Meetings

Component Heads MeetingsComponent Heads Meetings

Program Steering CommitteeProgram Steering Committee

Monitoring and 
Planning

Coordinating and 
recommending

Decision making 
and Endorsement

SecretariatsSecretariats

Facilitating coordination 
and supporting

図 4-1 プログラム管理のイメージ 
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これまでに実施された会議回数（事務局会議を除く）を下表に示す。 

表 4-1 実施された会議回数 

年度 2002 2003 2004 2005 2006 
(8 月時点) 合計 

プログラム運営会議 3 5 4 3 1 16
コンポーネント長会議  6 20 11 7 6 50
作業部会（REC） 3 3 3 3 4 16
作業部会（PMC） 3 3 3 3 3 15
作業部会（HMC） 3 3 3 2 3 14
作業部会（PAC） 3 3 5 2 3 16
合計 21 37 29 20 20 127

出所： BBEC 

 

アウトプット 2～アウトプット 5 

各コンポーネントの達成度評価(4.2 章)に示すとおり。 

 

アウトプット 6 

（BBECでモデル化された包括的な自然保護を基礎とする恒久的フレームワークが開発される） 

下表に示すように、プログラム実施を通じて、保全に関る多くの合同活動が行われた。 

 

表 4-2 保全に関る多くの合同活動 
合同活動 関連コンポーネント 回数 

クロッカー山脈公園での永久調査地の設置 REC 及び PMC: 4 箇所 
サバ州内での実地調査の実施 全て 5 箇所 
国際会議 全て 4 回 
展示会 REC 及び PAC 4 回 
保護地区の統合化に関るワークショップ PMC 及び PMC 6 回 
環境教育政策に関るワークショップ PAC、REC 及び PMC 5 回 

 出所： BBEC 

 

4 つのコンポーネントが、プログラム終了後も各活動を継続して実施できるよう、以下に記す

将来的な枠組みの構築を検討している。 

 

①REC 

研究・教育活動の保全・管理活動への貢献に関する提案書（ Recommendations）を作成中 

②PMC 及び HMC 

州内の保護地区(公園、保全区、保護区など)の統合化を目指した、統合的保護区管理委員会の

設立と、保護区マスターリスト及び保護区分類基準などからなる提案書（Recommendations）を

作成中 

③PAC 

州内の環境教育の実施を支援するような、環境教育政策を準備中 

 

上記準備・作成中の提案書及び政策は、 2006 年 12 月には最終化され、州政府に提出される予
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定である。プログラムレベルでの包括的且つ恒久的な枠組みも、プログラム終了までに州政府

に提出することを予定している。現段階では、Sabah Biodiversity Conservation Council の下部組

織として組み込むことを想定している模様であるが、コンポーネント間で十分協議されてはい

ないように見受けられ、今後更に検討を重ねる必要があると考える。 

 

アウトプット 7 

（プログラムの計画、進捗、結果が市民に公開される） 

2006 年 7 月時点にて、プログラムは 700 回以上に亘って、メディアによって報道・公表され

ている。 

 

表 4-3 メディア等の報道・公表  

年度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 
(7 月現在) 合計 

新聞 13 75 177 243 142 20 670
テレビ 0 0 10 4 2 1 17
ラジオ 0 0 5 10 0 0 15
ニューズレター／雑誌 1 13 6 6 5 2 33
ジャーナル／講演論文集 0 0 6 3 0 0 9
合計 14 88 204 265 149 23 744
出所： BBEC 

 

プログラムは、2002 年よりプログラム活動の広報を、英語、マレー語及び日本語の Web サイ

トを通じて行っており、これまでに 11 万件以上のアクセスを記録している。 

 

4.1.4 プログラム目標の達成度 

（自然保全のための包括的かつ持続性可能なアプローチが構築される） 

プログラムの包括的且つ恒久的な枠組みの提案を除いては、プログラム目標はほぼ達成して

いると見込まれる。主な達成事項は以下に示すとおりである。 

 

 4.1.3 にて記述したように、これまでに多くの合同活動（実地調査、永久調査地区設置・調

査、国際会議開催、啓発普及活動、保護地区の統合化準備、環境教育政策準備、隔週セミ

ナー実施）がプログラムを通じて行われている。 

 BBEC 実施機関以外の組織（村落、漁業局、ツアー会社、NGO など）が、クロッカー山脈

公園管理又はセガマ河下流域の管理に参加すると共に、教育局（教員）、政策決定者、開発

業者、ジャーナリストなどが、環境啓発コンポーネントの中心アクターとして参加してい

る。 

 各コンポーネントが、プログラム終了後も同様の活動を維持できるよう、コンポーネント

レベルでのフレームワークの提案を準備しており、2006 年 12 月には州政府に提出される見

込みである。 

 

プログラム目標の達成度に関する詳細な記述は、添付資料 4 の Annex6 に示すとおりである。 
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4.1.5 上位目標の達成度 

（サバ州における生物多様性・生態系保全が強化される） 

上位目標は、今後 5 年間の間である程度の達成は見込めると予想される。その根拠は以下の

とおり。 

 

 上述した環境教育政策が州政府によって承認された場合、環境教育に係る多くの機関が生

物多様性・生態系保全のための教育活動に参加し、政府によって支援されるようになる。  

 同様に保護地区の統合化に関する提案書が、州政府によって承認された場合、野生動物局

及びサバ公園を加えた 10 以上の組織（林業局、土地及び調査局、灌漑・排水局、農業局、

漁業局、など）が参加する統合保護地区管理委員会(仮称)が設立され、州の保全地区を連携

して保全されるようになる。 

 プログラムの直接的な成果ではないものの、設立されたボルネオ保全トラストによって、

保護地区外の重要な野生動物生息域が保全されるようになる。 

 HMC によって同定された候補地区が、セガマ河下流域と同様のプロセスを通じて、保護地

区として承認される可能性がある。 

 なお、4 つのコンポーネントを統合化するような包括的なフレームワークが構築されない限

りは、プログラム終了後も包括的な保全活動を継続することは難しいと予想される。 

 

4.1.6 実施プロセス 

プログラム実施中に活動の多少の変更及び遅れはあったものの、2003 年に開発・システム化

されたモニタリングシステムの効果によって、プログラムは全般的には大きな支障なく実施・

運営された。アウトプットレベルで見受けられた、主な実施プロセスの変化を以下に記す。 

 

 プログラム実施当初は、実施機関が共同・合 同で活動を実施することは極めて限られてい

たが、プログラムの実施を通じて、合同活動の必要性に対する理解が深まり、共同で活動

を行う土壌が醸成された。(アウトプット 1) 

 マルチメディアデータベースである MUSEBASE が計画通り導入されたが、システム不調

の問題もあり、導入初期には十分利用されていなかった。そのため、補償期間内に全ての

システムエラーを見つけることができず、現在も、データ入力時のエラーが問題となって

いる。2005 年に派遣された JOCV 隊員を中心に、現在整備中である。（アウトプット 2） 

 クロッカー山脈公園管理計画の草案は、計画通り作成されたものの、その最終化に 2 年以

上の期間がかかった。その結果、公園局による管理計画の承認が大幅に遅れた。しかしな

がら、公園局は草案された管理計画に従い、計画を実施したため、アウトプット全体とし

ては大幅な遅れは生じなかった。（アウトプット 3） 

 政治的な追い風により、HMC はセガマ河下流域の新規保護地区の承認を進めることができ

た。しかし、官報掲載には周囲測量などによるデータが必要なため、現在処理中の段階で

ある。(アウトプット 4) 

 ゾウのモニタリングに利用する GPS 発信機の業者による納入の遅れ、及び GPS 受信機の故

障のために、未だ GPS 発信機の設置が行われていない。(アウトプット 4) 
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 当初、啓発普及活動はクロッカー山脈公園及びタビン野生動物保護地区周辺を対象に行う

ことになっていたが、サバ州の普及現状及び問題分析を行った結果、啓発普及対象を「地

域重点型の普及活動」から「タスクフォースを通じた普及活動」に変更した。（アウトプッ

ト 5） 

 各コンポーネントで、BBEC 後の枠組みについて検討を行い、それぞれの提案書を州政府

に提出する予定になっている。プログラム全体の枠組みに関しては、いまだ検討中である。

(アウトプット 6) 

 アウトプット 7 の活動に関しては、特に変化及び遅れは生じなかった。 

 

4.2 各コンポーネント（REC、PMC、HMC 及び PAC） 

 

4.2.1 研究教育コンポーネント（REC） 

（１） 投入 

本コンポーネントに係る投入は概ね計画通り行われた。投入の詳細については、添付資料 3

に示す。 

 

（２） 活動 

ほとんどの活動は計画通りに実施されており、その全般的な達成度は満足できるものと評価

される。活動達成状況の詳細は添付資料 4 の Annex4 に示すとおり。 

 

（３） アウトプット 

同様に、ほとんどのアウトプットも計画通り達成している。アウトプット達成状況の詳細を

添付資料 4 の Annex5 に示す。またその要約は以下に示すとおり。 

 

アウトプット 1 

（実施組織、関連組織間の連携が強化され発展する） 

これまでに野生生物局、サバ公園局、及び森林研究センターなどの協力の下で、5 回の実地調

査が実施された。その結果として 79 の研究報告書が各機関によって発表された。またクロッカ

ー山脈公園に 4 箇所の永久調査地区が設置され、共同で調査が行われている。この他、隔週セ

ミナーを 121 回実施し、合計 2,433 人（内 226 人は UMS 以外の機関からの参加者）が参加して

いる。 

 

アウトプット 2 

（サバ大学の研究・教育施設が充実し、他実施機関もこれを利用できる体制が整う） 

本コンポーネントに対して、約 60 の機材（事務所機器を含む）が供与され、そのほとんが適

切に管理・利用されている。特に、研究用機器として供与された原子吸光器、 Micro scope image 

analyzer、Scanning Electron Microscope、地理情報システムは、管理台帳を用いて管理されている。

なお管理台帳によると、それらの機器は、他学部の学生や職員又は他の実施機関職員によって

も、利用されている。 
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アウトプット 3 

（分類学と、保全生物学の教育を受けた研究者、職員、レンジャー、コミュニティーの指導者の数が増

える） 

本コンポーネントでは、これまでに 17 タイプのトレーニングが実施され、サバ大学職員、他

の政府機関職員、NGO 及び地域住民の約 600 人がトレーニングに参加している。 

 

アウトプット 4 

（サバ州の生物多様性と生態系について研究がなされ理解が進む） 

28 の出版物が発行されている。この他 115 タイプのポスター（展示会及び会議）及び 42 の論

文（4 回の国際会議及び 2 回の SITE セミナー）が作成され、国際会議等に際し 13 の口頭発表

が行われている。 

 

アウトプット 5 

（実施機関の資料センターが改良されネットワーク化される） 

これまでに約 38,000 の標本が収集され、その内約 19,000 の標本は同定済みである。同定され

たこれらのデータは、マルチメディアデータベースである生物多様性情報データベース（以下、

MUSEBASE）に入力されているが、マルチメディア情報として入力されているのは、トゲアリ

属のデータのみとなっている。MUSEBASE は下記の問題により、未だ ITBC 内のデータベース

として利用されるにとどまっている。 

 

 森林研究センター及びサバ公園局のデータの共有化が進んでいない。 

 システム上の問題によりデータ入力に時間がかかる。 

 大学内の LAN の容量に限りがあるため、インターネットを通じて接続できない時間帯があ

る。 

 

(4) コンポーネント（プロジェクト）目標の達成度 

 右図に示すような研究と教育の連携モデル

が、本コンポーネントの実施を通して開発され

た。また、他機関と共同の実地調査及び永久調

査地区での調査などを通じて、研究と保全管理

活動の連携モデルも提示された。しかしながら、

ITBC の活動が生態系保全により意義のあるも

のとなるためには、今後更にその研究能力が向

上される必要がある。コンポーネント（プロジ

ェクト）目標の達成度に関する詳細な記述は、

添付資料 4 の Annex5 に示すとおりである。 

 

(5) 実施プロセス 

プログラムのモニタリングシステム（作業部会、コンポーネント長会議、及び運営委員会）

の記録によると、ほとんどの活動は、計画通りに実施されたといえる。しかし、データ共有化

図 4-2 教育と研究の連携モデル 
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の主要活動の一つである MUSEBASE は、システム障害のために十分利用されていなかった。

特に、導入初期の利用が不十分だったために、システム開発業者との契約保障期間中に全ての

システムエラーの発見及び対応がとれず、データ入力が困難な状況にあった。現在は、JOCV 隊

員によって整備が進められているが、今後、系統的な管理・支援が必要である。添付資料 4 の

Annex6 にその詳細を示す。 

 

4.2.2 公園管理コンポーネント（PMC） 

（１） 投入 

本コンポーネントに係る投入は概ね計画通り行われた。投入の詳細については、添付資料 3

に示す。 

 

（２） 活動 

ほとんどの活動は計画通りに実施されており、その全般的な達成度は満足できるものと評価

される。活動達成状況の詳細は添付資料 4 の Annex2 に示すとおり。 

 

（３） アウトプット 

同様に、ほとんどのアウトプットも計画通り達成している。アウトプット達成状況の詳細を

添付資料 4 の Annex5 に示す。またその要約は以下に示すとおり。 

 

アウトプット 1 

（CPR周辺の地域コミュニティの状況が研究され理解される） 

クロッカー山脈公園内外に居住する計 17 の村落の住民に対して社会調査が行われ、結果を

Village Profile Survey around CRP (2003)として取りまとめた。その結果、612 戸(3,452 人)が公園

内外に居住し、その内、475 人が公園内に住んでいることがわかった。 

 

アウトプット 2 

（CRP 管理計画が準備され出版される） 

2004 年 4 月にクロッカー山脈公園管理計画の草案が作成され、2006 年 5 月に最終版が発効さ

れた。その後、管理計画は 2006 年 9 月に、サバ公園局評議会に正式承認されている。 

 

アウトプット 3 

（CRPの自然保全に関わる組織やコミュニティの人的能力開発が強化される） 

2006 年 8 月時点では、8 つのトレーニングコースが 164 参加者に対して実施されている。こ

れまでに行った主なトレーニングを以下に記す。 

 

 公園管理官及び地域住民に対する火災対策 

 地域住民及び生徒に対する環境教育 

 公園管理官に対するインドネシアの国立公園への Exposure Trip 

 日本での公園管理又は住民参加管理に関わるカウンターパート研修 

 公園管理官及びその他職員に対する環境教育ファシリテーター育成研修 
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アウトプット 4 

（CRP 管理計画が実施される） 

クロッカー山脈公園管理計画の施設整備計画の一環として、下表の施設整備が実施された。 

 

表 4-4 クロッカー山脈公園管理計画の施設整備状況 
施設 実施年 数量 場所 

研究・情報センター  2003 1 Penampay District 
Mahua サブステーション 2003 1 Tambunan District 
クロッカー自然センター 2003 1 Keningau District 
リピーターズステーション 2003 2 Keningau & Tenom Districts 
観察塔 2003 1 Keningau District 
Ulu Kimani サブステーション 2005 1 Papar District 
Melalap サブステーション 2005 1 Tenom District 
CRP ホステル 2006 1 Keningau District 

出所： BBEC 

 

また地域住民及び生徒を対象とした 10 以上のワークショップ・セミナーを実施し、クロッカ

ー山脈公園の重要性に関する普及活動を行った。さらにサバ公園局と地域住民間の土地問題を

解決するために、各村の村長と関連郡事務所職員の参加による対話会を 2006 年 6 月に開催した。

同時に 2006 年には、パイロット村落に対して、公園内の土地利用：コミュニティユーズゾーン

（以下、CUZ）に関する協議を続け、2006 年 8 月時点で、パイロット村落住民の CUZ 利用に関

わる規則と合意書について、協議を行い、それぞれ草案を作成している。(2006 年 9 月に再度、

住民と協議を行い、CUZ 利用に関わる規則と合意書を最終化する予定。) 

 

プロジェクト終了後は、クロッカー山脈公園管理計画の実施及びモニタリングは、クロッカ

ー山脈公園支援委員会が行うことになっている。委員会はまだ正式に形成されていないが、2006

年 9 月に、サバ公園局評議会にてその設立に関する合意は大筋で得られている。 

 

アウトプット 5 

（CRP管理計画の実施をとおして得られた教訓が分析され編集される） 

2006 年 8 月時点で、公園管理計画の実施結果のレビュー及び教訓抽出は行われていない。し

かしながら、同目的のため短期専門家が派遣されることになっており、効果的な公園管理オプ

ションに関する教訓を含んだ評価レポートは 2006 年 12 月までには作成される見込みである。 

 

（４） コンポーネント（プロジェクト）目標の達成度 

保護地区の効果的な管理オプションとして、CUZ の導入による公園内住民による保護区利

用・管理、地域住民の名誉公園管理官としての認 定、また地域住民の代替生計確保を目指した

地域住民によるエコツーリズムなどが開発・提案された。特に CUZ の導入は、これまで公園内

の居住及び土地利用を認めなかったサバ公園局の公園管理方法を大幅に転換したもので、今後、

同様の問題（地域住民との土地問題）を抱える州立公園の管理に応用できるものである。 
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この他、プロジェクト関係者（サバ公園局職員、公園管理官、郡事務所職員、及び地域住民）

の公園管理に関わる能力が、トレーニング、ワークショップ、カウンターパート研修などを通

じて強化されている。コンポーネント（プロジェクト）目標の達成度に関する詳細な記述は、

添付資料 5-2 に示すとおりである。 

 

(５) 実施プロセス 

プロジェクト活動は、クロッカー山脈公園管理計画の策定を除いては、概ね計画通りに実施

された。クロッカー山脈公園の管理計画は 2004 年に草案が示されたが、その最終化には、それ

から約 2 年間を要した。そのため、サバ公園局による計画書最終版の発刊は大幅に遅れ、2006

年 5 月になった。そのような状況下においてもサバ公園局は、草案を基に計画実施を行い、プ

ロジェクト活動全体に遅れは生じなかった。また CUZ の導入に際し、関係郡事務所並びに NGO

の協力を得たことが、地域住民の CUZ に対する理解を促進したことを特筆する。添付資料 4 の

Annnex6 にその詳細を示す。 

 

4.2.3 野生生物生息域管理コンポーネント（HMC） 

（１） 投入 

本コンポーネントに係る投入は概ね計画通り行われた。投入の詳細については、添付資料 3

に示す。 

 

（２） 活動 

ほとんどの活動は計画通りに実施されており、その全般的な達成度は満足できるものと評価

される。活動達成状況の詳細は添付資料 4 の Annnex2 に示すとおり。 

 

（３） アウトプット 

同様に、ほとんどのアウトプットも計画通り達成している。アウトプット達成状況の詳細を

添付資料 4 の Annex5 に示す。またその要約は以下に示すとおり。 

 

アウトプット 1 

（鍵となる種が選定される） 

ゾウ、バンテン、オラウータン、テングザルの 4 種が、生態系保全の鍵となる貴重種として、

淡水エビ、マングローブシジミ、ラタン、その他木材が、地域住民の社会経済的観点から貴重

資源として選定された。なおその後、バンテンは対象地域内でほとんど生息していないことが

判明したため、貴重種リストから外されている。 

 

アウトプット 2 

（タビン野生生物保護区周辺において新しい保護区設置案が提案される） 

セガマ河下流域がタビン保護区とクランバ保護区をつなぐ、貴重種の重要な生息域及び回廊

として同定され、2003 年 3 月に新規の野生動物保護地区として申請された。2005 年 3 月にサバ

州の閣議承認を得て、現在、官方掲載の手続き中である。 
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アウトプット 3 

（参加型アプローチを通してセガマ河下流域総合管理計画が策定される） 

11 のプログラムから構成されるセガマ河下流域管理計画を、2004 年に草案が示された。計画

は、①行政主導による保全と②住民参加型による保全を基本戦略とし、特に住民参加型の保全

対策として、地域住民によるエコツーリズムの実施、住民及びプランテーション管理者等の名

誉野生生物保護官としての任命、及び地域住民による貴重種のモニタリングなどを取り入れて

いる。 

 

アウトプット 4 

（セガマ河下流域総合管理計画が実施され、改善される） 

草案が示された管理計画に基づいて、これまでに、①保護地区の周囲測量、②保護地区の管

理運営規則の作成、③住民主導型エコツーリズムに関する地域住民の研修及び実施支援、④NGO

と協調した生息域の植生回復、⑤名誉野生生物保護官として任命した地域住民に対する研修、

⑥地域住民等の関係者への啓発普及活動の実施、⑦地域住民によるモニタリング活動に関する

研修などを実施した。なおこの管理計画の草案は、実施結果に基づいて適宜修正・改訂されて

いる。 

また貴重種のモニタリング活動として、オラウータンとテングザルについて地域住民と協力

して実施している。またゾウに関しては、GPS 発信機の納入の遅れ及び受信機の故障によって、

GPS 発信機の設置が遅れており、未だ実施されていない。 

 

アウトプット 5 

（セガマ河下流域の経験が他地域に推薦される） 

セガマ河下流域の成果及び経験を応用できる地区として、2 箇所の湿地（クリアス湿地及びシ

ンパン湿地）を野生生物局は同定し、現地調査を実施した。 

 

（４） コンポーネント（プロジェクト）目標の達成度 

提案されたセガマ河下流域管理計画は、多くの関係者を管理計画・活動に参加させることを

意図しており、実際にプロジェクト期間中に、地域住民を含めた 11 タイプのステークホルダー

が管理活動に参加している。上述したように管理計画は、①行政主導による保全と②住民参加

型による保全を基本戦略としており、地域住民の生計を確保しながら、生息域の保護を図る総

合的なアプローチが提案されている。また同アプローチは、他の地域でも応用可能でモデル性

は十分あると考えられる。コンポーネント（プロジェクト）目標の達成度に関する詳細な記述

は、添付資料 4 の Annex5 に示すとおりである。 

 

（５） 実施プロセス 

プロジェクト活動は、ゾウのモニタリング調査（GPS 発信機設置）を除いては、概ね計画通

り実施された。ゾウのモニタリング調査は、業者による GPS 発信機の納入の遅れ、及び GPS 地

上受信機のシステムの故障のため行われずにいる。2006 年 9 月には地上受信機が修理される見

込みであり、野生生物局は現在、ゾウの捕獲作業を準備中である。 

なおセガマ河下流域は、当初計画では新規保護地区として提案することまでを想定していたが、
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サバ州政府側高官の支援を得たことによって、2005 年 5 月に閣議承認を得ることができた。添

付資料 4 の Annex6 にその詳細を示す。 

 

4.2.4 環境啓発コンポーネント（PAC） 

（１） 投入 

本コンポーネントに係る投入は概ね計画通り行われた。投入の詳細については、添付資料 3

に示す。 

 

（２） 活動 

ほとんどの活動は計画通りに実施されており、その全般的な達成度は満足できるものと評価

される。活動達成状況の詳細は添付資料 4 の Annex6 に示すとおり。 

 

（３） アウトプット 

ほとんどのアウトプットは、添付資料 4 の Annex5 に示すように達成された。しかし、アウト

プット 4「ガイドラインと教材が改定される。」は、「環境教育政策」のほうが将来的な環境教育

活動の持続性を高めるために必要と判断し、「ガイドライン」を「環境政策」と置き換えて活動

を行っている。以下にアウトプット達成状況の要約を示す。 

 

アウトプット 1 

（効果的な一般向キャンペーンが計画される） 

2002 年から実施された調査によって、啓発普及活動の問題点と、州内で啓発普及活動を行う上

で重要となるステークホルダー（5 つのタスクフォース）が同定された。なおこれらの結果は、

2003 年 4 月に「Environmental Public Awareness Campaigns in Sabah」として取りまとめられた。 

 

アウトプット 2 

（効果的な一般向キャンペーンが実施される） 

プロジェクト期間中（2006 年 8 月時点）に行われた啓発普及活動は以下のとおり。 

 

①マスメディアへの出演・掲載   

BBEC メンバーによるラジオ番組出演（10 回）、BBEC の Web ページの運営、BBEC プログラ

ム又は自然保全に関する記事の地方新聞への掲載（667 回） 

 

②啓発普及用教材作成  

ニューズレター、学校教材、パンフレット、ポスター、ワークショップ用講演集など、32 の

啓発普及に係る教材の作成 

 

③啓発普及活動の実施  

講演、セミナー、ワークショップ、展示会、研修ツアー、交換研修など、計 70 に亘る啓発普

及活動の実施（これらの活動に対する参加者は 1,500 名以上に上っている。） 
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アウトプット 3 

（実施機関の能力強化がなされる） 

実施機関のスタッフ及び選定された 5 つにタスクフォース（教員、非環境系 NGO、ジャーナ

リスト、開発業者、政策決定者）のメンバーの計 56 名(累計)に対して、環境教育又は生物多様

性保全に関する研修・能力向上活動が、日本での研修、セミナー、ワークショップ、野外巡検、

研修旅行などによって行われた。 

 

表 4-5 環境教育又は生物多様性保全に関する研修・能力向上活動（単位：回数）  

能力向上活動 教員 NGO 政策 
決定者 

開発 
業者 

ジャーナ 
リスト 

実施 
機関 合計

日本での研修              4 2 2 1 6 3 18
研修旅行 1 4 1 2 6 8 22
セミナー／ワークショップ

／野外巡検 
9 1 3 0 3 0 16

合計 14 7 6 3 15 11 56
出所： PAC（BBEC） 

 

上記の研修活動のほとんどは、実施機関(主に UST)スタッフ及びタスクフォースの主要メン

バーによって、計画・実施されている。 6 名の実施機関スタッフ及び 46 名のタスクフォースメ

ンバーが、これまでの活動を通じて、啓発普及活動を計画・実施する能力が強化されたと推定

される。 

 

アウトプット 4 

（ガイドラインと教材が改定される） 

当初計画で想定した「ガイドライン」は「環境教育政策」に置き換えられた。ガイドライン

が主に現場レベルで利用される技術ガイドラインを意図しているのに対し、環境教育政策は各

タスクフォースの環境教育活動に対する州政府の支援を担保することを目的としている。環境

教育活動の持続性を考慮した場合、技術ガイドラインよりも環境教育政策のほうが、プログラ

ム終了後も持続性があると判断したことが、変更の理由である。なお環境教育政策は、実施機

関及びタスクフォースメンバーによって、継続的に検討され、2006 年 8 月にその草案が作成さ

れている。同草案は 2006 年 12 月までに最終化され、州政府に提出される予定である。 

 

アウトプット 5 

（自然環境の保全に関する５つのターゲットグループの意識と理解が深まる） 

評価調査期間中に実施されたタスクフォースメンバーに対する聞き取り調査によれば、回答

した全てのタスクフォースメンバーは、プロジェクトによる啓発普及・環境教育活動によって、

自らの自然環境保全に対する意識と態度が変わったと答えている。また彼らは、プロジェクト

を通じて学んだことを、それぞれの活動の場で広げていく意思を表明している。従って、5 つの

タスクフォースの主要メンバー計 46 名は、プロジェクトを通じて意識及び態度に変化が起こっ

たといえる。 
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（４） コンポーネント（プロジェクト）目標の達成度 

 右図に示すような、5 つのタスクフ

ォースを通じた環境啓発を行う環境教

育モデルが、プロジェクトを通じて確

立・提示された。プロジェクトは、 5

つのタスクフォースに対して環境啓発

及び能力向上を行い、各タスクフォー

スの主要メンバーが、それぞれのグル

ープメンバーに対して環境教育を行え

る素地を形成した。加えて現在作成中

の環境教育政策は、州政府が各タスク

フォースの活動を継続して支援するベ

ースとなると期待される。コンポーネ

ント（プロジェクト）目標の達成度に

関する詳細な記述は、添付資料 4 の Annex5 に示すとおりである。 

 

（５） 実施プロセス 

当初、啓発普及活動はタビン保護区とクロッカー山脈公園周辺で実施することを想定してい

たが、2002 年の調査の結果、啓発普及対象が「地域重点型の普及活動」から「タスクフォース

を通じた普及活動」に変更になった。 

また上述したようにアウトプット 4 の「ガイドライン」は、活動の持続性を考慮して、「環境

教育政策」に置き換えられた。「環境教育政策」は、2006 年 8 月に草案が示され、その今後、関

係者からのコメントを基に最終化し、2006 年 12 月にサバ州政府に提出する予定である。添付資

料 4 の Annex6 にその詳細を示す。 

 

Policy 
makers TF
Policy 
makers TF

Journalist 
TF
Journalist 
TF

NGOs 
TF
NGOs 
TF

Working Group of 
PAC

Gov Officials

Developers
(EPD) TF
Developers
(EPD) TF

Developers

Journalists

People

Environmental Education Policy (being prepared)

Teachers
TF
Teachers
TF

Teachers /
Students

Flow of EE activities

図 4-3 環境教育モデル 
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第 5 章 5 項目による評価結果  

 

5.1 プログラム 

 

5.1.1 妥当性 

プログラムの妥当性は、以下に示す理由から「十分確保されている」と判断された。 

 

（１） マレーシア側のニーズとの整合性 

マレーシアは世界有数の生物多様性を有する国家（Mega-Biodiversity Country）の一つであり、

15,000 種以上の植物種、1,500 種以上の脊椎動物、及び 150,000 種以上の無脊椎動物が国内に生

息していると考えられている。このような多様性は、多様な生息環境、特にサバ及びサラワク

州の熱帯降雨林によって支えられている。しかしながら、近年のサバ州の森林減少に伴い、こ

の生物多様性・生態系が失われつつあり、サバ州の生態系を保全することが急務となっている。 

 

（２） ターゲットグループのニーズとの整合性 

各コンポーネントのコンポーネント（プロジェクト）目標は、それぞれの実施機関の使命及

び役割と一致しており、整合性が高い。 

 

（３） マレーシア政府の政策との整合性 

プログラム目標及び上位目標は、下記の州及び連邦政府の政策、計画及び法令に十分則した

ものとなっている。 

 

 National Policy on Biological Diversity (1998) 

 Environment Protection Enactment (2002) 

 Sabah Biodiversity Enactment (2000) 

 Wildlife Conservation Enactment (1997) 

 Park Enactment (1984) 

 State Development Agenda (HALATUJU) 

 Water Resource Enactment (1998); 

 The Malaysian Ninth Development Plan (2006-2010). 

 

（４） 日本政府の ODA 政策との整合性 

日本政府は、2002 年 2 月に作成したマレーシア国別援助計画の中で、4 つの重点分野を定め、

その一つとして、「環境保全と両立する持続的な開発に対する援助」を掲げている。特に環境保

全支援として、「ボルネオ島北部における生物多様性保全」、「自然環境に配慮した持続可能な観

光開発」、「環境教育」、及び「自然資源の持続的な利用」に言及している。 
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5.1.2 有効性 

下記の理由により、プログラムの有効性は「満足できるレベル」と判断された。 

 

①4.1.4 にて記述したように、プログラムレベルでの恒久的なフレームワークを除いては、ほぼ

プログラム目標は達成される見込みである。 

 

 プログラムを通じて合同活動（永久調査区での研究・調査、実地調査、国際会議、保護区

の統合化、環境教育活動、環境教育政策準備、隔週セミナー）が実施され、情報及び施設・

機材の共有化が促進された。 

 地域住民を含んだ BBEC 対象外組織（漁業局、ツアー会社、教育局、ジャーナリスト、NGO

など）が各コンポーネントの活動に参加し、今後も継続して活動を行う素地ができた。 

 プログラム終了後もコンポーネントレベルでの活動を継続するために、各コンポーネント

は、コンポーネントの範囲内での将来的なフレームワークの構築準備を進めている。 

 4 つのコンポーネントを統合化するプログラムレベルでの包括的な枠組みに関する構想も

検討されており、プログラム終了前に州政府に提出される予定になっている。しかし、具

体的な提案書はまだ取りまとめられていない。 

 

②アウトプット 1 及び 7 を除いた各アウトプットの達成は、プログラム目標達成に直結してい

る。従って、プログラム全体の論理的有効性は高い。 

 

③外部要因である「サバ州による政策的支援が継続される。」は、プログラムの協力期間を通じ

て満足するものであった。 

 

5.1.3 効率性 

下記の理由により、プログラム全体の効率性は「満足できるレベル」と判断された。 

 

①アウトプット 6 を除いた全てのアウトプットは、達成又はほぼ達成した状況にある。 

②日本側及びマレーシア側の投入（専門家、機材、予算、プロジェクトスタッフ、トレーニン

グ）は、タイミング、質及び量的に適切に行われた。 

③プログラムは、2003 年に導入されたモニタリング・共同化システムによって、関係実施機関

が協力して効率的に情報・資機材・人材を活用するようになった。  

 

5.1.4 インパクト 

以下の正のインパクトが、現在生じているか、又は今後発現すると予想される。 

 

 プログラム実施前は組織間の連携はほとんど見受けられなかったが、プログラム実施を通

じて、実施機関間の連携が強化された。 

 PAC の 5 つのタスクフォースが、サバ州の生態系保全に関する考え・意見の交換を行える

ようになった。 

 住民参加型活動のため、保護地区内及び周辺に居住する住民が、生物多様性・生態系保全
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の活動に協力的になった。 

 BBEC 外組織・機関が生物多様性・生態系保全活動に参加し、活動の重要性を認識した。  

 OJT やプログラムを通じて実施したセミナー、ワークショップにより、プロジェクトスタ

ッフ及びその他の関係者の能力が向上した。 

 大臣及び政治家の一部が生物多様性・生態系保全に関心を持ちはじめた。  

 サバ州の保全活動に関する報道が、2003 年から比較して急激に増えた。また州内の学校で

PAC によって作成された教材及び指針を使って、環境問題について教えるようになった。

この結果、州内における環境・生態系保全に関する知識が向上すると見込まれる。  

 プログラム実施を通じて達成したアウトプットにより、サバ大学 ITBC の大学院課程に進む

学生が増えた。 

 同時に成果の広報の結果、ITBC は文部省以外の奨学金支援を得るようになった。 

 4.1.5 に示したように、今後 5 年間で、上位目標はある程度の達成が見込まれる。 

 

一方、負のインパクトとしては、5.2 章に示すように、クロッカー山脈公園の CUZ の管理及

びセガマ河下流域ダガット村での住民主導型エコツーリズムへの十分な支援が行えない場合は、

それぞれの村落内で、CUZ 地区での不法活動又は住民間の軋轢が起こる可能性があることが予

想される。 

 

5.1.5 自立発展性 

プログラム全体の持続性は、以下の理由より、「中程度から満足できるレベル」と評価された。 

 

（１） 組織・制度的観点  

生物多様性・生態系保全は連邦及び州政府の 政策と整合性があり、今後も政策支援があると

予想される。また各コンポーネントレベルでも、将来枠組みに関する提案書が、2006 年 12 月に

州政府に提出される見込みであり、またプロジェクトスタッフの大幅な異動はないと思われる

ことから、コンポーネントレベルでの組織・制度 的な持続性は高いと見込まれる。しかしなが

ら、プログラムレベルでは、未だ恒久的枠組みは検討中で、コンポーネント間で十分そのアイ

デアが共有されていないように思われる。今後、コンポーネント間で更に検討を重ねる必要が

ある。 

 

（２） 財務的観点 

聞き取り調査の結果によると、州政府及び連邦政府からの各コンポーネントに対する予算措

置は、継続して行われると予想される。 

 

（３） 技術的観点 

各実施機関が、今後ともプログラム管理活動を継続する上で、特に技術的に困難なことはな

いと考える。すなわち、実施機関は現在各コンポーネントで実施中の活動を継続するための技

術的能力を十分有していると思われる。しかしながら、技術的に新たな分野や、高度な技術を

要する活動に関しては、十分な技術能力を有しているとは言い難い。特に以下の分野に関する、

技術的能力の向上が必要と考えられる。 
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・動植物生理学 (REC) 

・ DNA 分析(REC) 

・環境生態学 (REC) 

・ CUZ の適正管理(PMC) 

・ CUZ の普及(PMC) 

・異なる貴重種のモニタリング・管理 (HMC) 

・住民主導型エコツーリズム実施村落への組織及び財務管理能力強化（ HMC） 

・ラムサール指定地区への登録活動（ HMC） 

・環境教育政策の実施計画及び実施ガイドライン作成（ PAC） 

・環境教育活動のモニタリングと白書の作成（ PAC） 

 

5.2 各コンポーネント（REC、PMC、HMC 及び PAC）   

   

5.2.1 研究教育コンポーネント(REC)   

（１） 妥当性：満足できる 

生物多様性の保全は、マレーシア連邦政府（第 9 次マレーシアプラン、生物多様性国家戦略：

1998）及びサバ州政府（サバ州保全戦略：1991、サバ州野生生物保護条例：1997）の政策にお

いても重視されているため、コンポーネントの妥当性は高いと判断できる。 

研究成果を教育現場において活用することは、サバ大学熱帯生物学・保全研究所の基本方針の 1

つであり、コンポーネントとの整合性が高い。また、研究・教育は、公益性が高く、一般社会

への貢献度も高い。 

 

（２） 有効性：満足できる 

複数機関からの参加により、約 600 名が研修を受け、研究と教育活動のリンクの重要性が理

解されると共に、連携が強化された。 

基礎生物学的データと標本は本コンポーネントにおける成果であり、研究結果は教育には活用

されているが、環境管理への応用は今後の課題である。 

 

（３） 効率性：中程度 

5 回の合同野外調査において、膨大な数の生物標本が収集された（約 19,000 点）。しかし、同

定作業及びデータベース化には長時間を要する。 

MUSEBASE の構築は、本コンポーネントの中心的活動であるが、コンピュータソフトが正常

に機能しない状態である（主に、エクセルファイルが MUSEBASE へ取り込めないことが問題

となっている）。 

 

（４）インパクト：満足できる（負のインパクトなし） 

サバ公園局や野生生物局、森林局等、通常では連携度の薄い他政府機関と、本プロジェクト

を通し共同作業を行うことによって、環境保全という共通目的達成のために連携しようする意

識が高まった。 
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数多くの研修やトレーニングを通し、教育者や学生、メディア等、多くのステークホルダー

の基礎生物学的知識が向上し、環境保全に対する基礎を固めた。 

サバ大学熱帯生物学・保全研究所（ ITBC）において、教員が 17 名から 22 名へ増え、技術職

の職員は 6 名から 11 名へ増えた。 

 

（５） 自立発展性：満足できる 

サバ大学は生物多様性の保全を重視していることから、ITBC への学内サポートの継続が見込

まれる。 

ITBC は、組織が強化されたことに加え、多数の大学（海外を含む）や政府機関との連携を形

成したことにより、研究・教育活動の継続に期待ができる。  

 

5.2.2 公園管理コンポーネント(PMC)   

（１） 妥当性：満足できる 

 コンポーネントの目的は、自然資源の保護と利用のバランスをとるなど、州の政策と高い

整合性を持っている。 

 クロッカー山脈公園管理は、以下の理由からサバ州民に貢献している。 

－クロッカー山脈公園は、ボルネオ島西海岸とサバの内陸部の百万人を超える住民の重要

な水源地である。 

－クロッカー山脈公園は、生物多様性の保全や自然災害の軽減、レクリエーションを行う

場の提供など様々な価値を有している。 

 公園局と地元住民との土地問題は、非常に難しい問題である。そのため、地元住民の生計

と公園の保護を適切に両立させる CUZ の考え方を公園管理に導入した。 

 

（２） 有効性：満足できる 

保護地域の有効な管理手法として、クロッカー山脈公園の管理計画を導入するなど、コンポ

ーネントの目的はほぼ達成された。CUZ として最初のパイロットサイトであるウル・セガナ集

落において、地域住民と公園局との協定が締結され、実行されようとしている。名誉レンジャ

ー（この協定に基づき、地元住民から任命され、公園内のパトロール等を行う）は、この協定

の締結後、協定に基づいて任命される予定である。 

 

（３） 効率性：満足できる 

 投入のほとんどは、日・マ政府により、質・ 量・時期のいずれの点でも適切に実施され、

アウトプットを円滑に達成するために、有効に利用されている。 

 住民参加と公園管理のそれぞれの長期専門家が 2 人同時に派遣されていない時期があった

ものの、コンポーネントの目的はほぼ達成された。しかし、住民参加もしくは公園管理の

どちらか一方の長期専門家しかいないときは、その 1 人の専門家が様々な問題に対応せざ

るを得なかったことから、若干の問題（公園管理計画の策定の遅れなど）があった。そこ

で、平成 18 年 11 月には、公園管理の短期専門家を派遣し、管理計画の最終的なフォロー

アップを行っている。 
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（４） インパクト：満足できる 

 CUZ の考え方は、現在協定を締結しようとしている地域住民に受け入れられたため、住民

は公園管理に協力的になった。これは、同様の問題を抱えるクロッカー山脈公園内や他の

公園の他の地域にも適用できるものと考えられる。 

 しかしながら、地域住民にとって居住地が公園に編入され生活の行動が一部規制されるこ

とから、代替となる生計偉人の方策を公園管理コンポーネントが支援することがなければ、

別の社会問題を引き起こす可能性がある。 

 公園管理を行う関係機関との連携が緊密になった。特に、サバ大学の ITBC と共同で公園内

に４つの恒久試験プロットを設置したことは象徴的な例である。そのほか、サバ公園局で

は野生生物局と共同で、関連機関とサバ州の保護地域の管理手法を統合するとともに、保

護地域の管理のための委員会を設立するための会議を開始した。 

 クロッカー山脈公園の職員数は、2002 年の 16 人から、2006 年に 60 人に増加したことは意

義深い。 

 

（５） 自立発展性：満足できる 

 サバ公園局は、CUZ の考え方を他の地区にも有効な管理策として応用するため、サバ州の

公園法の修正を計画している。 

 アドバイザリー委員会を、2006 年 12 月に正式に発足させる予定である。この委員会の役割

は、このプロジェクト終了後の CUZ の管理を含めたクロッカー山脈公園の公園管理を助言

するものである。 

 州政府の資金支援の可能性は高いが、レンジャーの数は管理計画に比べて少ない状況にあ

る。また、ビジターセンターやアクセス道路の舗装など、クロッカー山脈公園の利用客の

ための施設が、より多くの利用者を受け入れるためにはまだ不十分である。公園局は、施

設整備、職員の配置や能力向上について、優先度に応じて、管理計画に基づいた公園管理

を実施すべきであろう。一方、公園局の職員の管理やコミュニケーション能力は高まって

きている。 

 

5.2.3 野生生物生息域管理コンポーネント(HMC)   

（１） 妥当性：満足できる 

 本コンポーネントの活動は、マレーシア連邦政府（第 9 次マレーシアプラン、生物多様性

国家戦略：1998）及びサバ州政府（サバ州保全戦略：1991、サバ州野生生物保護条例：1997）

の政策との整合性が高いため、妥当性は高いと判断できる。特に、セガマ河下流域新規保

護区の閣議承認は、サバ州政府の政策の実施例として評価できる。 

 エコツーリズムを導入及び村人を名誉野生生物保護官に任命し住民参加型による保護区管

理を進めることは、地元住民のニーズに合致している。 

 

（２） 有効性：満足できる 

 地元住民を含む 11 タイプのステークホルダーが本コンポーネントに参加し、参加型保護区

管理を推進している。 

 保全対象種を選定し、その生息地を保護するアプローチが実践されている。 
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 セガマ河下流域新規保護区における保護管理手法は、他の地域でも応用可能でありモデル

性がある。 

 

（３） 効率性：満足できる 

 PDM 上は、「新規保護区の提案」となっているところ、セガマ河下流域保護区が既に閣議

承認されたことは、プロジェクトが効率的に機能している証左と理解できる。 

 ゾウの移動経路把握のため、電波発信器調査が計画されており、ゾウの捕獲、発信器装着、

放逐の作業が進行中である。現在 4 台の発信器が購入されているので、調査の早期開始が

期待される。 

 

（４） インパクト：満足できる 

 エコツーリズムや住民参加型の保護区管理の導入により、地元住民の環境保全に対する意

識が変化してきた。以前は、保護区設定とは住民の生活の場を脅かす行為であったが、エ

コツーリズムの導入により、環境を保全することにより自身の収入に繋がることから、自

然環境の価値に対する考え方が変わり、保全活動に積極的に取り組むようになった。 

 ボルネオ環境保全トラストが設立された。 

 負のインパクトとしては、セガマ河下流域ダガット村（住民主導型エコツーリズム実施村

落）へのツアー客が増大し、村落の組織及び財務管理能力向上支援が十分行われない場合、

村落内で軋轢が生じる可能性がある。 

 

（５） 自立発展性：中程度 

 野生生物局の技術的能力は、必ずしも十分ではないため、高度な技術を必要とする課題に

対する対応能力には不安が残る。 

 セガマ河下流域保護区の住民参加型管理は、エコツーリズムによる収入という微妙なバラ

ンスの下に支えられている。収入が増えても減ってもそのバランスに影響があると予測さ

れるため、持続性を確保するためにはダガット村の組織力の強化が必要と考えられる。 

 

5.2.4 環境啓発コンポーネント(PAC)  

（１） 妥当性：満足できる 

 コンポーネントの目的は、州や連邦政府の政策に適合している。特に環境保護を協力に支

援する州政策(HALATUJU)と合致している。 

 このコンポーネントでは、サバ州民の意識に影響を与える５つの対象グループ（教師、ジ

ャーナリスト、非環境 NGO、開発業者、政策決定者）に焦点をあてるなど、計画が妥当で

ある。 

 

（２） 有効性：満足できる 

 コンポーネントの目的はほぼ達成された。環境啓発コンポーネントは、環境啓発を促進す

るために、5 つのタスクフォース(対象グループ)を通じて、環境教育のモデルをサバ州民に

提供した。 

 このコンポーネントでは、BBEC プログラム終了後も、タスクフォースの活動を支援し、
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確実に実施するための「サバ環境教育政策」のドラフト案を作成し、これは 2006 年 12 月

に最終案としてまとめられ、州政府に提出される予定である。 

 

（３） 効率性：満足できる 

投入のほとんどは、日・マ政府により、量・ 質・時期のいずれの点でも適切に実施され、ア

ウトプットを円滑に達成するために、有効に利用されている。 

 

（４） インパクト：満足できる 

 環境啓発コンポーネントは、5 つの対象グループを通じて、サバ州の生物多様性や生態系を

保全するためのビジョンを変革し、共有することを可能にするプラットフォームを設立し

た。このように、NGO、ジャーナリスト、開発者などの様々なセクターや多様な機関の人々

とともに、環境問題を共に議論したことは画期的な経験であった。 

 これまであまり連携することがなかった州政府の実施機関と連邦政府の教育庁が、密接に

連携し、共同作業を行った。 

 特にジャーナリストにおいては、環境問題に関する情報収集・分析・記事執筆の能力が高

まり、2003 年に比べサバの生物多様性の保全に関する記事が劇的に増加した。このプログ

ラムが開始されてから既に 667 の記事が掲載されている。 

 このコンポーネントでは、2006 年 11 月にタスクフォースの参加者の意識が変化したのかを

調べるための調査の準備をしているが、この調査でサバ州民全体の行動がこのプロジェク

トにより変化したかどうかを判断するのは難しいであろう。 

 

（５） 自立発展性：満足できる 

 「サバ環境教育政策」に基づく環境教育の活動は、公的なものと位置づけされた。その結

果、政策の支援の点からの自立発展性は十分である。 

 5 つのタスクフォースでは、BBEC プログラム終了後 3 年間の行動計画が準備されており、

自発的にそれぞれの活動が継続できることが期待される。 

 科学技術室（UST）は、現在の環境啓発コンポーネントの活動を実施するための中心的機

関である。しかしながら、新しい問題に対応するための技術的な能力はまだ十分でない。 

 

5.3 効果発現に貢献した要因 

 

以下の要因が、プロジェクト効果の発現に貢献したと考えられる。 

 

（１） 計画内容に関連する事項 

①プログラムは多くの実施機関の参加の下で、生物多様性・生態系保全という主要課題に対し

て総合的に取り組んでいる。4 つの主要コンポーネントである研究・教育（ REC）、公園の保

全管理（PMC）、野生生物保護区内外の保全管理（HMC）、及び環境啓発（PAC）が包括的に

実施され、コンポーネント単独での実施では得られなかった、シナジー効果を示すことがで

きた。 

②プロジェクト早期の段階で、モニタリングシステムを導入したことによって、各コンポーネ
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ント及びプログラムが、適正に管理・運営さ れることができた。またコンポーネント長会議

及びプログラム運営会議は、コンポーネント間の共同活動の計画・準備・評価の場ともなり、

コンポーネントの統合化を促進した。 

③各コンポーネントのコンポーネント（プロジェクト）目標が、それぞれの主要実施機関の役

割・使命と合致していたため、プログラム開 始早期の段階から、実施機関のオーナーシップ

を引き出すことができた。 

 

（２） 実施プロセスに関連する事項 

①上述したように、マレーシア側の実施機関はプログラム開始段階から、プログラム及び各コ

ンポーネントの重要性を認識し、高いオーナーシップを発揮した。具体的な証左として、以

下の活動がマレーシア側によって主体的に実施されている。 

 

REC：建物の整備、DNA 分析機の導入、植物標本収蔵庫の整備など 

PMC：公園法の補足改訂、クロッカー山脈公園に関連するスタッフの増員 

HMC：保護地区の統合化の検討、流域単位でのラムサール条約登録の検討 

PAC：各タスクフォースによる活動計画の策定・実施、プログラム終了後の 3 ヵ年計画の策定 

 

②プログラム実施中に、州政府高官及び有力政治家の生物多様性保全に対する意識が高まり、

プログラム及び各コンポーネントの活動が促進された。 

 

5.4 問題点及び問題を惹起した要因 

 

一方、以下の要因が、プロジェクト実施上の問題に起因したと考えられる。 

 

（１）計画内容に関連する事項 

①アウトプットの一つであった「BBEC でモデル化された包括的な自然保護を基礎とする恒久

的枠組みが開発される。」に関する恒久的枠組みの理解が、プロジェクト関係者間で十分共有

されていなかったように思われる。実際、各コンポーネントでの聞き取り調査では、プログ

ラム目標に対する理解が各コンポーネントで異なっていた。それぞれのコンポーネントでの

将来の枠組みについて、コンポーネントレベルで協議が行われていたものの、プログラムレ

ベルでの検討は、十分に行われていなかったと見受けられる。 

②当初、MUSEBASE は、サバ州の生態系保全に必要な基礎的データを集めたマルチメディアデ

ータベースとして、情報共有化の基礎となるように位置づけられていた。しかしながら、関

連機関（森林研究センター及びサバ公園局）のデータベースに対する目的・必要性と合致し

なかったため、各関係機関からのデータ共有を未だに受けられずにいる。 

一方で、MUSEBASE 自体のシステム障害及びサバ大学の LAN 環境の未整備のため、データ

ベースとしての機能を十分発揮できるものとなっていない現状もある。 

 

（２） 実施プロセスに関連する事項 

①長期専門家の交代に伴って、下記の活動が、十分フォローアップされず、結果として活動の



 

 31

遅れなどを引き起こした。 

 MUSEBASE は、システム障害も相俟って、導入当初に十分利用されなかった。そのため、

システム開発業者との補償契約期間中に全てのシステム障害を見つけ出すことができな

かった。 

 クロッカー山脈公園の管理計画は 2004 年に草案が示されたが、修正・最終化が遅れ、最

終版として発刊されたのは 2006 年 4 月になってからであった。 

②ゾウのモニタリング調査のために、GPS 発信機を海外業者から調達し、2006 年に野生ゾウ 4

頭に設置することになっていた。しかし、GPS 取り扱い業者が企業買収を受けたため機材納

入が遅れ、併せて GPS の地上受信機の故障により、GPS の設置が遅れている。HMC 担当者

によると、2006 年 9 月には地上受信機が修理される見込みであり、また現在ゾウの捕獲作業

を準備中とのことであった。 
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第 6 章 結論  

 

6.1 プログラム  

  

 4 つのコンポーネントとも、コンポーネント（プロジェクト）目標をほぼ達成しており、ま

た各コンポーネント間の活動が密に連携して実施された。 

 各コンポーネントは、プロジェクト活動をプログラム終了後も継続するために、コンポー

ネントレベルでの将来的な枠組みの検討・準備を行っている。  

 しかしながら、プログラムレベルでの包括的な組織的な枠組みは未だ検討中であり、今後、

コンポーネント間で更に協議を続ける必要がある。 

 

6.2 ４コンポーネント   

   

6.2.1 研究教育コンポーネント   

 

 このコンポーネントの目標達成度は、5 項目評価の結果により、満足できるものと判断され

た。 

 殆どの活動が予定通り実施され、サバ大学熱帯生物学・保全研究所を中心として複数

の政府機関が共同作業を行うことにより、環境保全という共通目的のために協力する

という機運が高まったことが評価できる。 
 「自然環境保全のための適切な研究・教育のモデルが確立される」の基礎は固まった

ものと考えられる。しかし、モデルの確立に至るには、研究・教育と環境保全行政へ

のリンク及び応用が必要と考えられる。 
 

6.2.2 公園管理コンポーネント   

 

 このコンポーネントの目標は、5 項目評価が十分であると評価されたとおり、ほぼ達成され

た。 

 クロッカー山脈公園の管理計画は、地域住民との土地問題を解決するために、公園として

は初めて、CUZ の考え方を導入した。これは、公園内の住民を排除することを考えていた

サバ公園局の従来の公園管理の考え方を大きく転換させるものとなった。サバ公園局は、

CUZ の趣旨を十分に理解し、クロッカー山脈公園内や他の公園の他の地域の管理手法に活

用しようとしている。 

 

6.2.3 野生生物生息域管理コンポーネント   

 

 「重要な生物種のための生息域管理アプローチが構築される」というコンポーネントの目

標はほぼ達成されたものと評価できる。 

 キナバタンガン河及びセガマ河に沿った保護区及びその集水域をラムサール条約に登録し、
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流域全体の包括管理を行うとする計画は、コンポーネント内における統合化の具体例と考

えられる。この方向性は、生物多様性の保全を含む自然環境の包括的な保全活動として評

価できる。 

 

6.2.4 環境啓発コンポーネント  

 

 このコンポーネントの目的は、5 項目評価が十分であると評価されたとおり、ほぼ達成され

た。 

 環境啓発コンポーネントは、サバ州における環境教育のモデルを開発するとともに、サバ

州民の行動を変化させるために、環境教育の実施機関の能力を向上させた。 

 このコンポーネントの最大の成果としては、サバ州の環境教育活動を規定する「サバ環境

教育政策」のドラフト案を作成した(平成 18 年 12 月には州政府の官房長に提出される見込

みである)。 
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第 7 章 提言  

 

7.1 プログラム   

 

（１） プログラム終了前に実施すべき活動 

現在、検討・作成中のプログラムレベルでの 包括的な組織的枠組みに関して、州政府に提出

する提案書として、プログラム終了前までに取りまとめられる必要がある。なお、取りまとめ

に際しては、各コンポーネント間で更に協議・検 討を行い、各コンポーネントが共通の理解を

有することが肝要である。また同提案書には、提案される包括的な組織的枠組みの達成までに

必要な活動と必要とされる時間枠からなる活動計画書（Action plan）を併せて作成し、添付する

ことが望ましい。 

 

（２） プログラム終了後に実施すべき活動 

プログラム終了後は、包括的な組織的枠組みの確立のために、各責任機関及び責任者が、必

要な活動を行ない、早期に枠組みを構築する必要がある。また枠組みの構築後は、それを維持

する必要がある。 

 

（３） プログラムモデルの他地区への適用 

本プログラムは、サバ州の生物多様性及び生態系保全に係る関係機関の体制を強化し、州政

府政策決定者の持続的開発に対する認識を深めることができた。その事実に鑑み、本プログラ

ムで開発したモデルを、生物多様性保全の推進が必要となる他州にも応用することが望ましい

と考える。 

 

7.2 ４コンポーネント   

   

7.2.1 研究教育コンポーネント   

 MUSEBASE の維持管理を行うため、本プログラムの枠組下における技術習得も視野に、技

術スタッフが配置されるべきである。同時に、現在機能が限定的な MUSEBASE につき、

迅速に問題解決を図ると共に、その持続性を確保するため、管理システムを確立し持続的

な保守管理を徹底する必要がある。 

 

 プログラム実施を通じて達成された研究と教育の連関を土台として、実際の保全活動への

応用が強化されるべきである。また、基礎生物学的調査研究のみでなく、環境保全行政に

必要とされる情報収集・分析にも積極的な活 動が望まれる。保全生物学的に応用可能な情

報を提供することができれば、大学の活動としての公共性が増すものと考えられる。 

 

7.2.2 公園管理コンポーネント   

 

 サバ公園局の理事会は、クロッカー山脈公園の管理計画を承認するべきである（※2006 年
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9 月 14 日に承認済み）。 

 サバ公園局は、クロッカー山脈公園の管理計画に基づいて、着実に公園管理を行うべきで

ある。そうすることによって、クロッカー山脈公園は、サバ州の環境教育の拠点の 1 つに

なると考える。 

 公園局の職員は、CUZ の管理等に必要なコミュニケーションと公園管理の能力を向上させ

ることが必要である。 

 

7.2.3 野生生物生息域管理コンポーネント   

 

 セガマ河下流域保護区の住民参加型管理は、エコツーリズムからの収入による微妙なバラ

ンスに支えられているため、ダガット村の自立に向けた支援が必要と考えられる。そのた

め、プロジェクト終了までに、どのような支援が必要なのかについて、アクションプラン

を取りまとめ、今後の支援に資することを提案する。 

 ボルネオ環境保全トラストへの、より多くのステークホルダーの参加を促し、トラストの

持続性を確保する。 

 サバ州野生生物局において、より広範で複雑な課題に対応するため、技術力や人材が寄り

強化される必要がある。 

 

7.2.4 環境啓発コンポーネント   

 

 州政府は「サバ環境教育政策」を承認するべきである。 

 タスクフォースや実施機関が「サバ環境教育政策」を実行するために、モニタリングや評

価を行うスキームを含む実施計画・ガイドラインを準備するべきである。  

 今後、環境教育政策をモニタリング・評価す る等の新しい問題に対処するために、科学技

術室（UST）の技術的な能力をさらに向上させることが必要である。 

 サバ州の生物多様性の保全に向けて、ライフスタイルを変革する人々の数を増加させるた

め、サバ環境教育ネットワーク（SEEN）と環境啓発コンポーネントの連携を強化すべきで

ある。 
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第 8 章 教訓 

 

（１） 包括的なアプローチの比較優位点 

BBEC を通じ、多くの政府機関や関係者がサバ州における生物多様性・生態系保全という共

通の目標に向かって、包括的で持続的なアプローチをとったことは、セクター毎のアプローチ

では得られなかった、シナジー効果を示すことができたと言える。 

 

（２） 統合的アプローチへの留意点や困難であった点 

逆に、多くの機関、関係者、専門家などがプログラムに関わることによって、各活動の調整

等が難航した感は否めない。プログラムの活動レベルでの統合化がシナジー効果を発現するこ

とは重要だと考えられるが、そのためには、強いリーダーシップと政府高官等からの支持と理

解が必要となり、長期的な活動が求められる。 

 

（３） モニタリングシステムの重要性 

BBEC は充実した内部モニタリング体制を有しており、半年に一度、投入、活動、アウトプ

ットなどの達成度をモニターした結果をプログレスレポートとしてまとめ、合同調整委員会か

らの承認を得ている。このモニタリング体制が、プログラムの着実な実施に寄与したと言える。 

 

（４） 多様な関係者との連携の効果 

サバ公園局は県事務所と連携をし、公園内に住む地域住民との土地問題解決のための手段と

して CUZ を導入しており、地方自治体の存在が、地域住民との関係構築に貢献したと言える。

また、サバ州野生生物局では、地域住民主体のエコツーリズムの実施に関して、県事務所や NGO

等と協同しており、地域を主体とした組織とその他の関係機関の協力が、地域社会における資

源管理においても重要な要素として挙げられる。 

 



 

 

 

 

 

別 添 資 料 

 

 

添付資料 1: 評価調査団の日程（和文） 

 

添付資料 2: 主要面談者（和文） 

 

添付資料 3:  PgDM 及び PDM（和文） 

 

添付資料 4: ミニッツ（協議議事録）（英文） 

 

添付資料 5: 評価グリッド（和文） 

 

添付資料 6: 質問票集計結果（英文） 

 

添付資料 7： プロジェクト活動実績（セミナー・ワークショップ、出版物）（英文） 
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